




































































となった。また、2004 年 2 月 4 日、「社区営造条例」（草案）が行政院で批
准され、社区営造の制度的基盤が整った。この草案は、1. 本条例立法の目的、
2. 社区の定義、3. 主管機関の構成、4. 中央主管機関の権利及び責任、5. 県・
直轄市における主管機構の権利及び責任、6．社区建設の促進計画及び規則、
7. 社区公共業務について本条例に従い、社区住民の自主的な意義の建設、8. 社







　「社区総体営造」政策の提案からその後の展開が進む中、1999 年 9 月 21 日、
集集大地震が発生する。台湾中部の都市部、農村部、山岳部の広い地域に大
きな被害をもたらした。政府は、震災後まもなくの 11 月 9 日、「災後重建計
画工作綱領」を発表した。計画は、公共建設、産業建設、生活建設の 3 部門
































　また、前掲の『新故郷社区営造計画』の計画年限は、2002 年から 2007 年
































































した場合の費用は支給される。2000 年度には 13 組織がこのカテゴリーで活
動していたという。一方の「服務職」は、「地区発展計画」の作成及び「会



















トした。2014 年度実績をみると、養成過程 13 組並びに社区大学との合同が












それは、例えば、著者が研究滞在していた台南市の 2015 年 1 月 21 日現在の
社区名録に掲載されている団体数は、197 を超えていることから伺える。し
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